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各都道府県 総務部長（財政・市町村担当課扱い） 殿
林務担当部長 殿

総務省自治税務局 市町村税課長
林野庁森林整備部 森林利用課長

森林環境譲与税に関する令和元年度の決算状況調査について（依頼）

各都道府県におかれましては、税創設の趣旨を御理解し、ただき、管下市町村への助言・
指導等に御尽力いただいておりますことに厚く御礼申し上げます。

さて、森林環境譲与税については、 各自治体においてインタ ー ネットの利用による使
途の公表が義務付けられているところですが、 国においても国会の附帯決議を踏まえ、
森林環境譲与税の実績を把握・整理した上で、 その成果を公表することとしています。

ついては、森林環境譲与税の令和元年度の事業の決算状況について、下記により調査
を行いますので、 御協力をお願いいたします。

記

｛対 象］都道府県、 市町村（特別区を含む。以下、 同じ。）
［提出資料｝

①様式1：市町村の森林環境譲与税に関する決算状況調査（市町村対象）
②様式2：都道府県の森林環境譲与税に関する決算状況調査（都道府県対象）
③様式3：取組事例（市町村、 都道府県対象）
④様式4：取組事例の担当者連絡先（市町村、 都道府県対象）

【期限等］
・各都道府県においてとりまとめの上、 令和2年7月3日（金）までに林野庁に

提出して下さい（提出先は問い合わせ先欄に記載）
・各地方団体におかれては、 林務担当部局と財政（予算）担当部局ですりあわせ

を行ったうえで、 回答いただきますようお願いいたします。
［留意事項］

( 1 ）様式1、 2（決算状況調査）については、 以下の点に御留意願います。
①様式1は 管内の全ての市町村分を、団体コ ー ド順に1シー トに取りまとめて

御提出ください
②団体コ ー ドについて、 これまでの使途調査では、全角で記入されている自治

体や同じ自治体で複数の異なるコ ー ドが入力されている事例が多いので、別
紙1のコ ー ドを使っていただくようお願いします。

③記入事項のうち、 「うち令和元年度の森林環境譲与税」 「実績J欄について



は、記載漏れ、単位間違いがないか、特に御確認願います。

（２）様式３（取組事例）について、市町村分は以下に該当する事例で計 10 事

例程度の作成をお願いします（都道府県によっては事例数が変動し得ます

が、可能な限り対応をお願いいたします。）。なお、間伐の事例、昨年度共

有した取組事例集に掲載の事例は必ず盛り込んでください。

都道府県分は、２事例以上作成をお願いします。

①各都道府県内の政令市、人口が最多の団体及び私有林人工林面積が最大の団

体については、できる限り作成をお願いいたします。加えて、譲与額が大き

い団体を中心に、計３～５事例程度を目安に作成をお願いします。

②譲与額が百万円～数百万円程度の団体の中で、以下に該当する団体の事例を

それぞれ１～２事例程度を目安に作成をお願いします。

・間伐を積極的に実施している団体（１～２事例）

・間伐以外の広葉樹林化や路網整備等の森林整備を積極的に実施している

団体（１～２事例）

・人材育成を積極的に実施している団体（１～２事例）

・普及啓発や木材利用で積極的に実施している団体（１～２事例）

③自治体間連携（都市部の譲与税で山村部の森林整備をおこなっている事例な

ど）の取組や地球温暖化対策として特徴的な事例（１事例以上）

（３）様式４（担当者連絡先）については、団体相互の積極的な意見交換を想定

し、取組事例と併せて、当該事例に係る担当者連絡先も共有する予定です。 
（４）事業費の額等について、確定前である場合は、現時点の決算見込み値を記

載してください。

（５）今回の調査結果は、集計の上、令和元年度の決算状況の速報値として公表

の上、対外的に説明する際に使用することを想定しております。なお、現時

点では、集計の公表は８～９月頃を予定しており、提出期限以降は、個別団

体毎の情報を公表することもありますので、御承知おきください。

（６）「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」第 34条第３項に基づき、

市町村及び都道府県は、決算を議会の認定に付したときは、遅滞なく、森林

環境譲与税の使途に関する事項について、インターネットの利用その他適切

な方法により公表しなければなりません（インターネットの利用による公表

は必須です）。公表に当たっての様式は定められていませんが、今回の調査

の様式を準用して対応いただくなど、国民にわかりやすい公表に取り組んで

いただくようにお願いします。なお、公表の実施状況（URL、時期等）につ

いて、今後、別途調査する予定ですので、御承知おきください。

【問い合わせ先】

◇総務省自治税務局市町村税課 稲木、阿久津、若林

TEL ：03-5253-5669（直通） 
Email：h.inagi@soumu.go.jp 

y2.akutsu@soumu.go.jp 
h.wakabayashi@soumu.go.jp

◇林野庁森林利用課森林集積推進室 中山、大石、山口

TEL ：03-6744-2126（直通） 
Email：masahiro_nakayama700@maff.go.jp 

takahisa_oishi390@maff.go.jp 
takehiro_yamaguch860@maff.go.jp 




